
 

 

 

２０２７年度・２０２８年度 

食料品消費税減税 

２０２９年度以降 

就労者負担軽減支援金 

 
日本共産党提案の 

消費税一律５％ 

対 象 者 すべての人 
「約２０００万人/一つの参考」 

※低所得者は対象外 

 

すべての人 

減税・給付額 
（二人以上世帯・年間収入

600～700万円※） 

年約６万円 ？ 

 

年約１７万円 

規  模 年４．３兆円 ？ 

 

年１６.３兆円 

 

 

 出典：「飲食料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減支援金の導入に関する大綱」（26 年 9 月 15 日閣議決定）、「租税及び社会保険料による負担の軽減のための飲食料品に係る消費税率の臨時的な引下げ及び就

業者負担軽減支援金の支給に関する法律案」（26 年 10 月 9 日閣議決定）、国会会議録（衆議院予算委員会 26 年 10 月 14 日）、総務省「家計調査結果」2025 年（二人以上世帯のうち勤労者世帯）、日本共産党「物価高騰、

暮らしの危機打開へ――経済政策を転換する緊急要求」（26 年 7 月 14 日発表）より山添拓事務所作成 

  ※二人以上世帯のうち勤労者世帯で年間収入 600～700 万円（世帯主の給与所得約 500 万円）の場合 

2026 年 10 月 19 日 参議院予算委員会 日本共産党 山添 拓 資料①（パネル） 

食料品消費税減税と就労者負担軽減支援金 


